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研究成果の概要 

相がアルミニウムの強化に用いられるのに対し、同じ析出物でも、T相はこれまで注目されてい

ない。T相内には高いトラップエネルギーを持つ水素トラップサイトが高密度にあり、強化だけでな

く強力な水素脆化防止効果をも併せ持つ。本年度は、T相の効果を純 3元系合金だけでなく実用

合金でも確認した。また、合金設計により粒内破壊と粒界破壊の両方を抑制できることも確認した。 

この他、アルミニウム高強度化の障害となる応力腐食割れ(SCC)を実験・解析両面から評価し、

SCC発現機構を解明した。SCC発現については外部水素の影響が強いが、内部水素の効果も無

視できない。外部水素侵入により水素濃度勾配ができ、破壊基準を超えた領域で SCC破壊が生

じる様子を明らかにした。この様に、SCCにおいてもナノ損傷基準とマクロ破壊挙動を結び付ける

ことができた。 

現象の物理的理解の面では、半整合界面の半自発的剥離の第一原理計算を実現し、多重水

素トラップエネルギーと剥離エネルギー計算を行った。そして、水素濃化で凝集エネルギーが大き

く低下する析出物－アルミニウムの方位関係を見出した。これは、半自発的剥離という仮説を支持

するものである。この他、アルミニウム中の水素の振る舞い理解のため、第一原理計算とミュオンス

ピン緩和実験を組み合わせ、水素－空孔－金属クラスターに関する新奇知見が得られた。また、

APTによる水素偏在の直接可視化にも成功し、これまで捉えにくかった材料中の水素の挙動の理

解が深まった。この他、変形解析と水素拡散解析の連成によりシミュレーションを実施し、力学的観

点からもナノとマクロを繋ぐ解析が得られつつある。 

これらの知見をさらに応用し、高圧ねじり(HPT)法により最大 900MPaまで超高強度化したアルミ

ニウムを試作し、水素脆化防止が開発法で可能であることを示し、アルミニウムのさらなる高強度化

への道筋を拓くことができた。 
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